	○中津川市家具転倒防止事業実施要綱


(目的)

第1条　この要綱は､高齢者等が居住する住宅内にある家具を金具等で固定すること（以下「取付け事業」という。）により､高齢者等の地震に伴う家具の転倒､散乱による被害を防止又は軽減することを目的とする。

(定義)

第2条　この要綱において「家具」とは､タンス､食器棚等で地震発生時に転倒することにより､生命の危険又は傷害を及ぼす可能性のあるものをいう。

(対象世帯)

第3条　取付け事業を受けることができる世帯は､次に掲げる世帯とする。

(1)　65歳以上のひとり暮らしの者

(2)　65歳以上の者のみの世帯に属する者

(3)　身体障がい者手帳、療育手帳又は精神障がい者保健福祉手帳の交付を受けている者

(4)　その他市長が特に必要と認める者
 (費用負担)

第4条　取付け器具に係る費用は､市が負担するものとする。

(申請手続)

第5条　取付け事業を受けようとする世帯は､家具転倒防止金具等取付け申請書（様式第１号）及び確約書(様式第２号)を市長に提出しなければならない。

(決定通知)

第6条　市長は､前条の規定による申請書の提出があった場合は､その内容を審査の上､家具転倒防止金具等の取付けの可否を判断し､その旨を家具転倒防止金具等取付け（可・否）決定通知書（様式第３号）により当該申請者に通知するものとする。

(取付け事業の委託)

第7条　取付け事業は､民生委員、自主防災組織及びボランティア組織等（以下｢ボランティア団体｣という。）の協力を得て行うものとする。

(取付け事業の内容等)

第8条　取付け事業の内容は､次に掲げるとおりとする。

(1)　転倒防止金具(固定ベルトやL字金物)等を用いて柱､壁等に固定すること。

(2)　家具の固定は､家具５台までとすること。

(3)　家屋の柱､壁等の補強は､行わないものとする。

(報告)

第9条　第７条の規定により取付け事業を実施したボランティア団体は､事業完了後遅延なく、家具転倒防止金具等取付け完了報告書(様式第４号)により、市長に提出しなければならない。

(免責)

第10条　本事業により固定された家具等が転倒したこと等により利用者に被害等が発生した場合は､市及びボランティア団体は､その損害賠償の責めを負わないものとする。

(補則)

第11条　この要綱に定めるもののほか､必要な事項は､市長が別に定める。

附　則

この要綱は､平成２２年　６月　１日から施行する。

